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第１条

第２条

　　　令和５年度大阪市港営事業会計予算

議案第79号

（総　則）

1 港 湾 施 設 提 供 事 業

1,005,056

37,881

ウ 建 設 改 良 工 事

ウ

イ 利 用 状 況

ア 稼 動 施 設 数

令和５年度大阪市港営事業会計の予算は、次に定めるところによる。　

（業務の予定量）

業務の予定量は、次のとおりとする。　

(1) 荷 役 機 械 事 業

2 大 阪 港 埋 立 事 業

(1) 造 成 工 事

基2

棟80

(2) 上 屋 倉 庫 事 業

千円

千円

平方メートルほか

4,982,251

千円

千円

ア 稼 動 施 設 数

イ 利 用 状 況

237,471

千円

建 設 改 良 工 事

20,059,694

1,486,986
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第３条

第 3項 予 備 費 1,000

（収益的収入及び支出）

第 2項 2,297,490

第 1款

第 3項

収　　　　　 入

第 2項

53,383

第 1項

港湾施設提供事業収益

営 業 収 益 5,020,132

合 計

支　　　　　 出

第 1項

第 3項 予 備 費 1,000

7,937,462

大阪港埋立事業収益

千円

千円
港湾施設提供事業費用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

1,838,761

第 1款

第 1項

収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、セグメント間の

7,107,999

千円
5,260,916

営 業 外 収 益

第 2項

第 1項 営 業 収 益

千円

214,020

の営業収益2,641,362千円、営業外収益40,465千円をそれぞれ減額している。

7,054,616

第 2款

12,289,733

営 業 費 用

営 業 外 費 用

10,235,952

12,368,915

2,053,781

合 計

営 業 外 収 益

特 別 利 益

第 2款 大阪港埋立事業費用

4,870

235,914

第 2項

内部取引を消去するため港湾施設提供事業の営業費用2,079,348千円、大阪港埋立事業
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第 1項

第 1款

第 2項 固定資産売却代金

企 業 債

雑 収 入

第 2款

第 1項

第 3項 雑 収 入

第 3項

第 1項

大阪港埋立事業収入

第 2款

合 計

第 2項

20,880,560

1,251,000

41,096

83,469

19,393,962

19,252,000

29,351,523

支　　　　　 出

千円

194,502

156,784

5,975,295

58,493

合 計

千円

4,338

3,155,412

26,196,111

千円
建 設 改 良 費 2,492,042

20,059,694埋 立 事 業 費

積 立 金

663,370企 業 債 償 還 金

港湾施設提供事業費

大 阪 港 埋 立 事 業 費

第 3項 企 業 債 償 還 金

第 4項 企 業 債 諸 費

第 2項

第 1項 企 業 債

第 2項 固定資産売却代金

（資本的収入及び支出）

支出額に対し不足する額 8,470,963千円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額

46,213千円及び損益勘定留保資金 8,424,750千円で補塡するものとする。）。

1,486,598港湾施設提供事業収入

収　　　　　 入

第 1款
千円

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的第４条
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114,000

104,000

438,000

該見直し後の

年9.5％以内

償還の方法

の地方公共団

起債年度の翌年度か

行を含む。)。

とができる。

合 計

夢 洲 地 区 基 盤 整 備 2,272,000

千円

起債の方法

普通貸借又は

ただし、本期間中に

40年以内に償還する。

一時借入金の限度額は、20,000,000千円と定める。

予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

　る。

(1)

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

たな卸資産の購入限度額は、300,000千円と定める。

第７条

消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用

（債務負担行為）

期 間

債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

令和 年度 千円

限 度 額

40,000

541,000夢 洲 地 区 埋 立 工 事

上 屋 倉 庫 改 修 工 事

港 湾 施 設 等 補 修 工 事

事 項

（企業債）

荷 役 機 械 整 備 工 事

第５条

第６条

6

6

利率）

第９条

900,000

利 率

1,251,000

限 度 額

第８条

おいて借り替えるこ利率の見直し

資金について、

で借り入れる体との共同発

大 阪 港 埋 立 事 業
ら据置期間を含め、

未償還額の範囲内に

（ただし、利

率見直し方式

おいては、当

を行った後に

20,503,000

6

（たな卸資産の購入限度額）

起債の目的

港 湾 施 設 提 供 事 業

証券発行（他

（一時借入金）

6

6

準 公 営 企 業 財 務
会 計 シ ス テ ム 事 業

6～12

19,252,000

舞 洲 地 区 基 盤 整 備 6
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売払い

埋 立 造 成 地 平方メートル

土 地

　　令和５年２月22日提出

大阪市長　　松　井　一　郎　

平方メートル

20,000

名 称種 類 数 量

処分する資産 売払い

（重要な資産の処分）

大 阪 港 40,000

重要な資産の処分は、次のとおりとする。第10条

土 地 荷 さ ば き 地

処分の態様
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121

長期前受金の戻入2 206
長 期 前 受 金
戻 入

貸付金利息

荷役機械使用料

4,982,251 上屋倉庫使用料等

雑 収 益

7,054,616

4,870

長期前受金の戻入1,952

固定資産の売却益

上記以外の営業外
収益

7,107,999

235,914

235,914
固 定 資 産
売 却 益

1

1

特 別 利 益

長 期 前 受 金
戻 入

3,514,939

2,336

埋立土地等賃貸料

2 営 業 外 収 益 53,383

貸倒引当金の戻入2 引 当 金 戻 入 582

1

3

埋立土地売却収益

令和５年度大阪市港営事業会計予算実施計画

款 備　　　　考

5,260,916
千円

収 入

項 予 　定　 額目

港湾施設提供
事 業 収 益

収 益 的 収 入 及 び 支 出

1

1 営 業 収 益

営 業 外 収 益

5,020,132

37,881荷役機械収益1

上屋倉庫収益2

2

3

2
大 阪 港 埋 立
事 業 収 益

3
そ の 他
営 業 収 益

1,283,631
売却地の建設発生
土受入等

1 土地売却収益

営 業 収 益

2 土地賃貸料収益 2,256,046

受 取 利 息
及 び 配 当 金

1

1



予 　定　 額 備　　　　考

雑 収 益

20,2573

上記以外の営業外
収益

4 32,799

還付税額
千円

消費税及び地方
消費税還付金

款 項 目

      40,465千円をそれぞれ減額している。

（注）セグメント間の内部取引を消去するため大阪港埋立事業の営業収益2,641,362千円、営業外収益

12,368,915計
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908,490

予 備 費1 1,000

支 払 利 息
及 び 企 業 債
取 扱 諸 費

企業債及び借入金
の利息並びに企業
債発行等の手数料
及び取扱諸費

1

10,235,952

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

2 一 般 管 理 費 2,229,333

96,369減 価 償 却 費

5,611,760

7,937,462

一般管理に要する
経費

納付税額

埋立土地売却原価

上記以外の営業外
費用

荷役機械の管理運
営に要する費用

固定資産の減価償
却費

営 業 外 費 用

支 払 利 息
及 び 企 業 債
取 扱 諸 費

企業債及び借入金
の利息並びに企業
債発行等の手数料
及び取扱諸費

1 66,580

3 予 備 費

2

上 屋 倉 庫
運 営 費

固定資産の除却費

上屋倉庫の管理運
営に要する費用

327,745

142,660

1,000

港湾施設提供
事 業 費 用

1

1,838,761

62,6301
荷 役 機 械
運 営 費

減 価 償 却 費

2,053,781
千円

支 出

項 目 予 　定　 額款

営 業 費 用1

備　　　　考

1,448,376

214,020

3 雑 支 出 4,780

2

3

2

4 資 産 減 耗 費 10

大 阪 港 埋 立
事 業 費 用

2

1 営 業 費 用

3
固定資産の減価償
却費

1 土地売却原価

2 営 業 外 費 用 2,297,490

3



千円

款 項 目 予 　定　 額 備　　　　考

上記以外の営業外
費用1,388,9633

企業債発行差金の
償却

2 繰延勘定償却 37

3 予 備 費

雑 支 出

計

1,000

1 予 備 費 1,000

（注）セグメント間の内部取引を消去するため港湾施設提供事業の営業費用2,079,348千円を減額して

　　　いる。

12,289,733
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

荷役機械の整備に
要する資金に充て
るために起こす企
業債

目 予 　定　 額

1,251,000

1,003,500

企 業 債

千円

1

1

款

1,486,598

収 入

項

港 湾 施 設 提 供
事 業 収 入

備　　　　考

1
荷 役 機 械
整 備 資 金

247,500
上 屋 倉 庫
整 備 資 金

大 阪 港 埋 立
事 業 収 入

2 19,393,962

埋立事業資金

雑 収

2
固 定 資 産
売 却 代 金

194,502

固 定 資 産
売 却 代 金

1

41,096

1 83,469

1 企 業 債

19,252,000

固 定 資 産
売 却 代 金

2 58,493

固 定 資 産
売 却 代 金

固定資産の売却代1 58,493

83,4693 雑 収 入

上屋倉庫の整備に
要する資金に充て
るために起こす企
業債

2

19,252,000

1

大阪港埋立事業に
かかる事業者負担
金等

194,502 固定資産の売却代

大阪港埋立事業に
要する資金に充て
るために起こす企
業債

雑 収 入3 41,096

雑 収
準公営企業財務会
計システム事業に
かかる負担金等

1
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計

款

千円

20,880,560

項 目 予 　定　 額 備　　　　考

6



荷役機械の建設改
良に要する経費

1 1,005,056

項 目 予 　定　 額

支 出

3,155,4121

備　　　　考

港 湾 施 設 提 供
事 業 費

千円

1 建 設 改 良 費 2,492,042

2 企業債償還金

2 4,338

企業債償還金

積 立 金

663,370

荷 役 機 械
整 備 費

上 屋 倉 庫
整 備 費

2 1,486,986

1 4,338

20,059,694

1 663,370

企業債の元金償還
金

1

大阪港振興基金へ
の積立金

計 29,351,523

4 企 業 債 諸 費

5,975,295企業債償還金

3

上屋倉庫の建設改
良に要する経費

企業債償還金

1 埋 立 事 業 費

2 26,196,111
大 阪 港 埋 立
事 業 費

款

企業債及び借入金
の利息並びに企業
債発行等の手数料
及び取扱諸費

企業債の元金償還
金

大阪港埋立関連事
業に要する経費

2 関 連 事 業 費 11,614,799

1 土 地 造 成 費 8,444,895
大阪港埋立事業に
要する経費

156,784

大阪港振興基金
積 立 金

企 業 債 諸 費 156,784

5,975,295

1
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　その他の企業債の償還による支出 △ 13,750

　預り金の増減額（△は減少） △ 21,539

　未払金の増減額（△は減少） 5,341

　小計

△ 2,158

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

区　　　　　　　 　　  　　分 当 年 度 予 定 額

　減価償却費 424,113

1 業務活動によるキャッシュ・フロー
千円

　当年度純損失 △ 466,025

　繰延勘定償却 37

　有形固定資産除却費 10

　賞与引当金の増減額（△は減少） 2,300

　退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,654

　長期前受金戻入額

　受取利息及び受取配当金 △ 121

　分納利息 △ 15,294

　支払利息 878,553

　土地造成勘定の増減額（△は増加） △ 14,729,092

　土地年賦未収金の増減額（△は増加） 223,077

　未収金の増減額（△は増加） 44,779

　繰延年賦売却損益の増減額（△は減少） △ 93,741

△ 13,746,309

　利息の支払額 △ 1,027,398

　利息及び配当金の受取額 15,415

△ 14,758,292

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　業務活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 1,260,193

　無形固定資産の取得による支出 △ 165,751

　有形固定資産の売却による収入 247,675

　工事負担金による収入 72,902

　基金への積立てによる支出 △ 4,338

1,109,705

財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　財務活動によるキャッシュ・フロー 13,858,371

　リース債務の返済による支出 △ 5,964

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 6,624,915

令和5年度大阪市港営事業予定キャッシュ・フロー計算書

資金期末残高 58,370,356

資金増加額（又は減少額） △ 2,009,626

資金期首残高 60,379,982

20,503,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △

3

　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 203

8



 



本 年 度

人 千円 千円

損 益 勘 定 支 弁 職 員 (9) 19,475 437,478
124

給 与 費

　（1）総　　括

区　　　　　 　　分 職 員 数
給 与

報 酬 給 料

105
前 年 度 損 益 勘 定 支 弁 職 員 (7) 15,622 369,199

（注）（　）内は、短時間勤務職員数で外数である。

超 過 勤 務
手 当

比　　　　　 　　較 (2) 3,853 68,279
19

地 域 手 当 管理職手当

千円 千円 千円

通 勤 手 当

職員手当 本年度 10,870 72,418 4,212 42,077 20,717

区 分 扶 養 手 当

千円 千円

の 内 訳 前年度 10,432 61,406 4,050 39,782 18,149

11,012 162 2,295 2,568比 較 438

10



410,617 867,570

千円 千円

明 細 書

費

職 員 手 当 計
千円 千円

共 済 費 災害補償費 合 計

千円

168,715 46 1,036,331

49 898,657371,103 755,924 142,684

管 理 職 員 期 末 勤 勉
手 当

夜 間 勤 務
手 当

△ 3 137,67426,031

千円 千円 千円

39,514 111,646

特殊勤務手当 退 職 手 当 住 居 手 当

21 43,673 11,335 32 205,127 135

特別勤務手当

125

千円 千円千円

0

8,766 32

35,697 10

21 58,910

0 △ 15,237 2,569

169,430
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本 年 度

人 千円 千円

損 益 勘 定 支 弁 職 員 124 0 437,478

　ア　会計年度任用職員以外の職員

区　　　　　 　　分 職 員 数
給 与

報 酬 給 料

前 年 度 損 益 勘 定 支 弁 職 員 105 0 369,199

19 0 68,279比　　　　　 　　較

超 過 勤 務
手 当

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 管理職手当 通 勤 手 当

千円 千円 千円 千円 千円

職員手当 本年度 10,870 72,418 4,212 42,077 20,717

の 内 訳 前年度 10,432 61,406 4,050 39,782

11,012

18,149

比 較 438 162 2,295 2,568

12



千円 千円

407,212 844,690

費

職 員 手 当 計
千円 千円

共 済 費 災害補償費 合 計

千円

167,471 46 1,012,207

737,743 142,684368,544 49 880,476

特別勤務手当

131,73138,668 106,947 24,787 △ 3

特殊勤務手当 退 職 手 当 住 居 手 当
管 理 職 員 期 末 勤 勉

手 当
夜 間 勤 務
手 当

千円 千円

11,33543,673 32

58,910

10

千円 千円 千円 千円

21

32 166,871 125

2,569 0 34,851

201,722 135

21 8,766

0 △ 15,237
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本 年 度

人 千円 千円

損 益 勘 定 支 弁 職 員 (9) 19,475 0

　イ　会計年度任用職員

区　　　　　 　　分 職 員 数
給 与

報 酬 給 料

0

0

前 年 度 損 益 勘 定 支 弁 職 員 (7) 15,622 0

比　　　　　 　　較 (2) 3,853 0
0

（注）（　）内は、短時間勤務職員数で外数である。

期 末 勤 勉
手 当

区 分

職員手当 本年度 3,405

比 較 846

千円

の 内 訳 前年度 2,559

14



千円 千円

費

職 員 手 当 計
千円 千円

共 済 費 災害補償費 合 計

千円

22,880

0 18,181

1,244 0 24,1243,405

2,559 18,181 0

5,943846 4,699 1,244 0
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千円 千円

　前年度給与の改定率　1.93％

その他の増減分 55,468

　（2）給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明

給 料

管理職手当の改定

分

　　　本年度 124人

　　　前年度

　　　増　減 19人

68,279

105人

5,598昇給に伴う増加

分

増加分

7,213 給与改定の状況

予算計上人員

給与改定に伴う

職員手当 39,514 給与改定に伴う

その他の増減分 45,941

増加分 　支給月数の増　0.1月

8,810 期末勤勉手当

退職手当の増減 △ 15,237 退職給付引当金繰入額の減

16



　(3) 給料及び職員手当の状況

　　　ア　職員 1 人当たり給与

区 分 行 政 職 技能労務職

平均給料月額
円 円

286,769 291,880

平均給与月額
円 円

4 年 10 月 1 日 現 在 413,884 388,264

平 均 年 齢
歳 月 歳 月

37 6 49 11

平均給料月額
円 円

289,816 290,407

3 年 10 月 1 日 現 在 412,807 383,179

平 均 年 齢
歳 月 歳 月

39 3

平均給与月額
円 円

50 3

　　　イ　初　任　給

国 の 制 度
区 分 行 政 職 技能労務職

行政(一) 行政(二)
円

高 校 卒 154,200 152,700 154,600 151,900

大 学 卒 175,600 198,500

円 円 円

17



技 能 労 務 職

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

3　級 25 31

　　　ウ　級別職員数

区　　　　　分
行 政 職

13

6　級 3 4 2　級 10 67

27　級 1 1 3　級

3 20

4　級 14 17

5　級 4 5 1　級

2　級 22

　　　（級別の標準的な職務内容）

1　級 11 14

4年10月1日現在

28

100計 80 100 計 15

行　 政　 職 係 員

3 級 2 級 1 級

部 長 課 長 課長代理 担当係長

4 級区　　　  分 7 級 6 級 5 級
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　　　エ　期末手当・勤勉手当

支給期別支給率
区 分

支給率計 職制上の段階、職務の級
等による加算措置6月(月分) 12月(月分) (月分)

本 年 度
(1.15) (1.15) (2.3)

有
 2.2  2.2 4.4

前 年 度
(1.125) (1.125) (2.25)

有
 2.15  2.15 4.3

(0.05)
0.1

国 の 制 度
(1.15) (1.15) (2.3)

有
 2.2  2.2 4.4

比 較
(0.025) (0.025)
 0.05  0.05

（注）（　）内は、再任用職員の標準的な支給率である。

　　　オ　定年退職に係る退職手当

区 分
20年勤続
の者

25年勤続
の者

35年勤続
の者

最高限度

(月分) (月分) (月分) (月分)

支 給 率 24.586875 33.27075 47.709 47.709

国 の 制 度
24.586875 33.27075 47.709 47.709

( 支 給 率 )

　　　カ  地 域 手 当

支 給 対 象 地 域 大 阪 市

支 給 率 16 ％

支給対象職員数 124 人

国の指定基準に
16 ％

基 づ く 支 給 率
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夢 洲 地 区 埋 立 工 事 541,000

900,000 － －

舞 洲 地 区 基 盤 整 備

上 屋 倉 庫 改 修 工 事 40,000 －

78,800,000 － －
大 阪 ・ 夢 洲 地 区 特 定 複 合 観 光
施 設 用 地 に 係 る 土 地 改 良 事 業

夢 洲 地 区 基 盤 整 備
20,647,000 10,000,141

（２～４年度議決分）
３～４年度

夢 洲 地 区 基 盤 整 備 2,272,000 － －

438,000 － －

（議決済分）

事　　　　　　　　　　項 限　 度 　額

４ 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

期 間 金 額

準公営企業財務会計システム事業

債 務 負 担 行 為

期 間 金 額

－ －

（新規提出分）

事　　　　　　　　　　項 限　 度 　額

４ 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

荷 役 機 械 整 備 工 事 114,000 － －
千円 千円

－

港 湾 施 設 等 補 修 工 事 104,000 － －

荷 役 機 械 整 備 工 事

4,948,000 － －夢 洲 地 区 埋 立 工 事

北 港 テ ク ノ ポ ー ト 線 建 設 工 事

170,000 － －船 舶 動 静 シ ス テ ム 事 業

6,810,000 － －

千円 千円

1,576,000 － －
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千円 千円

2,272,000

438,000

６ ～ 12 年 度 900,000 0 900,000

0

40,000 28,000 12,000

114,000 0

６ 年 度

５ ～ 15 年 度 78,800,000 78,800,000 0

５ ～ ６ 年 度 10,646,859

企 業 債

６ 年 度

６ 年 度

５ 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

期 間 金 額

に 関 す る 調 書

左 の 財 源 内 訳

期 間 金 額 企 業 債 そ の 他

６ 年 度 541,000

2,272,000 0

そ の 他

左 の 財 源 内 訳

438,000 0

541,000

104,000

５ 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

６ 年 度 114,000
千円

６ 年 度 104,000 0

５ ～ ６ 年 度 3,679,000 3,045,000 634,000

５ ～ 10 年 度 158,202 0 158,202

５ ～ ６ 年 度 6,810,000 6,810,000 0

千円 千円 千円

５ ～ ６ 年 度 1,576,000 1,576,000 0

10,601,000 45,859
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（注）セグメント間の内部取引を消去するため港湾施設提供事業の営業費用2,079,348千円、大阪

　　　港埋立事業の営業収益2,641,362千円、営業外収益40,465千円をそれぞれ減額している。

2,124

そ の 他 営 業 収 益 1,238,324

雑 収 益 31,805

令和５年度大阪市港営事業予定損益計算書

自 令 和 5 年 4 月 1 日

至 令 和 6 年 3 月 31 日

港湾施設提供事業費用 1,799,309 港湾施設提供事業収益 4,647,753

営 業 費 用 1,724,799 営 業 収 益 4,643,095

費　　　　　用 金　　　　　額 収　　　　　益 金　　　　　額

千円 千円

荷 役 機 械 運 営 費 57,751 荷 役 機 械 収 益 34,437

資 産 減 耗 費 10

営 業 利 益 ( 2,918,296 )

上 屋 倉 庫 運 営 費 1,339,293 上 屋 倉 庫 収 益 4,608,658

1,000

大阪港埋立事業費用 10,591,200

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

65,989 長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

引 当 金 戻 入

1,952

582雑 支 出 7,521

予 備 費

営 業 外 費 用 73,510 営 業 外 収 益 4,658

減 価 償 却 費 327,745

3,514,939

一 般 管 理 費 2,096,725 土 地 賃 貸 料 収 益 2,255,422

大阪港埋立事業収益 7,040,817

営 業 費 用 7,804,853 営 業 収 益 7,008,685

減 価 償 却 費 96,368

土 地 売 却 原 価 5,611,760

営 業 損 失

土 地 売 却 収 益

( 796,168 )

営 業 外 費 用 2,785,347 営 業 外 収 益 32,132

雑 支 出 1,885,035

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

900,275
受 取 利 息
及 び 配 当 金

121

繰 延 勘 定 償 却 37 長 期 前 受 金 戻 入 206

当年度未処理欠損金 120,860,149,820円

当 年 度 純 損 失 466,025

計 12,390,509 計 12,390,509

当 年 度 純 損 失 466,024,900円

前 年 度 繰 越 欠 損 金 120,394,124,920円

経 常 損 失 ( 701,939 )

特 別 利 益 235,914

予 備 費 1,000

22



そ の 他 投 資

　　　固定負債4,969,058,029円、流動負債1,036,559,328円をそれぞれ減額している。

120,860,149,82026,407,078,148 △

減 価 償 却
累 計 額

△ 31,915,710,120

171,855,993

長 期 前 受 金 921,431,330

繰 延 収 益

収 益 化 累 計 額

引 当 金 64,603,256

預 り 金 2,744,495,705

463,471,430

3,340,446,379

120,860,149,820

1貯 蔵 品

未 払 金 5,169,789,280建 設 仮 勘 定 2,437,665,259

工 具 、 器 具
及 び 備 品

863,138,500 企 業 債 9,145,154,819

そ の 他 固 定 負 債 30,418,871,500

円

固 定 資 産 48,227,932,656 固 定 負 債 185,027,070,799

リ ー ス 資 産 29,820,000

18,355,145

建 物 25,775,008,668 引 当 金 650,594,824

車 両 運 搬 具

447,192,018
繰 延 年 賦
売 却 損 益

123,038,770

182,632,665

222,357,461,727

令和５年度大阪市港営事業予定貸借対照表

令 和 6 年 3 月 31 日

借　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　方

科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額
円

流 動 負 債 17,130,007,060

有 形 固 定 資 産 36,455,989,722 企 業 債 153,505,254,457

土 地 29,494,360,053 リ ー ス 債 務 5,158,000

機 械 及 び 装 置 3,599,504,859

そ の 他 流 動 資 産

160,381

構 築 物 6,153,847,358

78,307,310

113,223,638建 設 仮 勘 定

323,794,371無 形 固 定 資 産

4,044,000,000出 資 金

210,570,733ソ フ ト ウ ェ ア

4,187,896,554

剰 余 金

△ 749,575,337

116,672,253,266

投資その他の資産 11,448,148,563

244,414,803,826基 金 6,200,865,911

△

6,861,056

工 事 負 担 金74,119,436

リ ー ス 債 務 5,964,000

計 330,071,484,412 計 330,071,484,412

流 動 資 産

完 成 土 地

未 成 土 地

195,950,383,579

58,370,355,608現 金 ・ 預 金

59,486,090,029

1,080,607,867未 収 金

41,827,228

貸 倒 引 当 金

土 地 造 成 勘 定

前 払 費 用

△

（注）セグメント間の内部取引を消去するため固定資産8,503,646,948円、流動資産1,007,302,105円、

資 本 金

△

資 本 剰 余 金

再 評 価 積 立 金

受 贈 財 産
評 価 額

国 庫 補 助 金

そ の 他 資 本
剰 余 金

欠 損 金 △

当 年 度 未 処 理
欠 損 金

1,115,383,334
土 地 年 賦
未 収 金

破産更生債権等 29,635,381

貸 倒 引 当 金 4,126,918

貸 倒 引 当 金 △ 11,728,581
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令和４年度大阪市港営事業予定損益計算書

自 令 和 4 年 4 月 1 日

至 令 和 5 年 3 月 31 日

港湾施設提供事業費用 1,802,211 港湾施設提供事業収益 4,653,333

営 業 費 用 1,741,679 営 業 収 益 4,648,150

費　　　　　用 金　　　　　額 収　　　　　益 金　　　　　額

千円 千円

荷 役 機 械 運 営 費 57,698 荷 役 機 械 収 益 34,784

上 屋 倉 庫 運 営 費 1,259,372 上 屋 倉 庫 収 益 4,613,366

)

営 業 外 費 用 60,532 営 業 外 収 益 5,183

減 価 償 却 費 422,586

資 産 減 耗 費 2,023

営 業 利 益 ( 2,906,471

雑 支 出 3,837

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

56,690 長 期 前 受 金 戻 入 1,998

繰 延 勘 定 償 却 5 3,185雑 収 益

土 地 売 却 収 益 3,461,983

一 般 管 理 費 1,349,751 土 地 賃 貸 料 収 益 2,371,778

大阪港埋立事業費用 9,958,946 大阪港埋立事業収益 7,279,130

営 業 費 用 6,751,800 営 業 収 益 7,096,879

営 業 外 費 用 3,207,146 営 業 外 収 益 182,251

減 価 償 却 費 98,118 そ の 他 営 業 収 益 1,263,118

営 業 利 益 ( 345,079 )

23資 産 減 耗 費

12,202

経 常 利 益 ( 171,306 )

当 年 度 純 利 益 183,508

計 11,944,665 計 11,944,665

特 別 利 益

（注）セグメント間の内部取引を消去するため港湾施設提供事業の営業費用2,079,348千円、大阪
　　　港埋立事業の営業収益2,641,362千円、営業外収益51,673千円をそれぞれ減額している。

当 年 度 純 利 益 183,507,533円

前 年 度 繰 越 欠 損 金 120,577,632,453円

当年度未処理欠損金 120,394,124,920円

雑 収 益 38,464

雑 支 出 2,799,526 引 当 金 戻 入 143,411

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

407,342
受 取 利 息
及 び 配 当 金

170

繰 延 勘 定 償 却 278 長 期 前 受 金 戻 入 206

土 地 売 却 原 価 5,303,908
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令和４年度大阪市港営事業予定貸借対照表

令 和 5 年 3 月 31 日

借　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　方

科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額

有 形 固 定 資 産 35,886,423,537 企 業 債 136,287,409,276

土 地 29,688,821,356 リ ー ス 債 務 11,122,000

円 円

固 定 資 産 47,669,859,401 固 定 負 債 167,905,276,278

機 械 及 び 装 置 3,554,208,812 そ の 他 固 定 負 債 30,418,871,500

流 動 負 債 22,141,743,857

建 物 31,450,420,393 引 当 金 646,940,392

繰 延 年 賦
売 却 損 益

構 築 物 5,802,876,033 540,933,110

リ ー ス 資 産 29,820,000

未 払 金 6,808,776,499建 設 仮 勘 定 1,647,298,073

引 当 金 62,303,545

車 両 運 搬 具 11,832,418

企 業 債 12,498,664,758
工 具 、 器 具
及 び 備 品

2,556,635,294

リ ー ス 債 務 5,964,000

減 価 償 却
累 計 額

△ 38,855,488,842

預 り 金 2,766,035,055無 形 固 定 資 産 116,437,096

繰 延 収 益 101,112,696建 設 仮 勘 定 116,437,096

長 期 前 受 金 848,529,511投資その他の資産 11,666,998,768

収 益 化 累 計 額 △ 747,416,815基 金 6,196,527,911

資 本 金 244,414,803,826出 資 金 4,044,000,000

土 地 年 賦
未 収 金

1,338,460,001

資 本 剰 余 金 4,187,896,554貸 倒 引 当 金 △ 4,015,380

再 評 価 積 立 金 123,038,770

剰 余 金 △ 116,206,228,366

破産更生債権等 29,635,381

工 事 負 担 金 78,307,310

そ の 他 資 本
剰 余 金

土 地 造 成 勘 定 209,146,179,166

3,340,446,379

受 贈 財 産
評 価 額

完 成 土 地 183,546,974,459

国 庫 補 助 金 463,471,430そ の 他 投 資 74,119,436

182,632,665貸 倒 引 当 金 △ 11,728,581

欠 損 金 △ 120,394,124,920

当 年 度 未 処 理
欠 損 金

未 成 土 地 25,599,204,707

△ 120,394,124,920

貸 倒 引 当 金 △ 7,176,105

貯 蔵 品 1

前 払 費 用 160,381

流 動 資 産 61,540,632,824

現 金 ・ 預 金 60,379,981,927

未 収 金 1,125,839,392

（注）セグメント間の内部取引を消去するため固定資産9,510,949,053円、流動資産1,007,302,105円、

　　　固定負債6,567,631,271円、流動負債1,047,767,017円をそれぞれ減額している。

318,356,708,291 318,356,708,291

そ の 他 流 動 資 産 41,827,228

繰 延 勘 定 36,900

企 業 債 発 行 差 金 36,900

計計
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　 職員の期末及び勤勉手当の支給に備えるため、各年度末における支給見込額に
 基づき、各年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計上している。

(3)引当金の計上方法

1．退職給付引当金
　 職員の退職手当の支給に備えるため、各年度の退職手当の期末要支給額に相当
 する金額を計上している。

2．賞与引当金

3．リース資産

   減価償却の方法
　   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　   　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

2．無形固定資産

   減価償却の方法
　   定額法

   主な耐用年数
　   ソフトウェア     ５年

　   車両運搬具  ２～７年
　   工具、器具及び備品  ２～20年

　   建物  ６～50年
　   構築物  10～60年
　   機械及び装置  ７～50年

   減価償却の方法
     定額法

   主な耐用年数

2．たな卸資産の評価基準及び評価方法

   貯蔵品
　 　先入先出法による原価法

   完成土地及び未成土地
　　 個別法による低価法（貸借対照表の価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ
　 の方法により算定。）

会計書類に関する注記

1. 重要な会計方針

(1)資産の評価基準及び評価方法

1．出資金及び基金の評価基準及び評価方法
　 　移動平均法による原価法

(2)固定資産の減価償却の方法

1．有形固定資産（リース資産を除く）
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港湾施設提供事業  荷役機械及び上屋倉庫の提供

大 阪 港 埋 立 事 業  咲洲、舞洲、鶴浜及び夢洲地区の港湾関連用地及び都市機能用地等の造成

(1)報告セグメントの概要
　 港営事業会計は、港湾施設提供事業及び大阪港埋立事業を運営しており、各事業
 で運営方針等を決定していることから、港湾施設提供事業及び大阪港埋立事業の２
 つを報告セグメントとしている。
 　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事 業 区 分 事　業　の　内　容

2. セグメント情報の開示

1．消費税等の会計処理
　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

 　なお、貸倒実績率については、期首の未収金残高に占める期末不納欠損額、期
 末貸倒懸念債権引当金額、期末破産更生債権等引当金額の合計の割合の直近３年
 間の平均を用いている。ただし、直近３年間の平均が零となる場合は、過去にお
 ける貸倒実績率の推移に基づき算出した貸倒実績率を用いている。

(4)その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

3．貸倒引当金
　 債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
 り、破産更生債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
 見込額を計上している。
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有 形 固 定 資 産 及 び 1,615,315 138,730 1,754,045 － 1,754,045
無形固定資産の増加額

（注）調整額はセグメント間取引消去によるもの

424,113

特 別 利 益 235,914 0 235,914 － 235,914

そ の 他 の 項 目

減 価 償 却 費 327,745 96,368 424,113 －

セ グ メ ン ト 負 債 14,571,803 193,762,748 208,334,551 6,005,617△  202,328,934

セ グ メ ン ト 資 産 48,249,288 291,333,146 339,582,434 9,510,949△  330,071,485

経 常 損 益 769,096 868,556△    99,460△     602,479△    701,939△    

営 業 損 益 838,948 1,845,194 2,684,142 562,014△    2,122,128

計 3,804,147 7,804,853 11,609,000 2,079,348△  9,529,652

9,529,652

セ グ メ ン ト 間 の 2,079,348 0 2,079,348 2,079,348△  0
内 部 取 引

営 業 費 用

会 計 外 と の 取 引 1,724,799 7,804,853 9,529,652 －

計 4,643,095 9,650,047 14,293,142 2,641,362△  11,651,780

11,651,780

セ グ メ ン ト 間 の 0 2,641,362 2,641,362 2,641,362△  0
内 部 取 引

営 業 収 益

会 計 外 と の 取 引 4,643,095 7,008,685 11,651,780 －

（注）調整額はセグメント間取引消去によるもの

   令和５年度(自　令和５年４月１日　至　令和６年３月31日)
(単位：千円）

港湾施設
提供事業

大阪港
埋立事業

計
調整額
（注）

財務諸表
計上額

有 形 固 定 資 産 及 び 5,402,393 175,994 5,578,387 － 5,578,387
無形固定資産の増加額

520,704

特 別 利 益 12,202 0 12,202 － 12,202

そ の 他 の 項 目

減 価 償 却 費 422,586 98,118 520,704 －

セ グ メ ン ト 負 債 14,998,317 182,765,214 197,763,531 7,615,398△  190,148,133

セ グ メ ン ト 資 産 47,670,790 281,204,169 328,874,959 10,518,251△ 318,356,708

経 常 損 益 771,774 13,219 784,993 613,687△    171,306

営 業 損 益 827,123 2,986,441 3,813,564 562,014△    3,251,550

計 3,821,027 6,751,800 10,572,827 2,079,348△  8,493,479

8,493,479

セ グ メ ン ト 間 の 2,079,348 0 2,079,348 2,079,348△  0
内 部 取 引

営 業 費 用

会 計 外 と の 取 引 1,741,679 6,751,800 8,493,479 －

計 4,648,150 9,738,241 14,386,391 2,641,362△  11,745,029

11,745,029

セ グ メ ン ト 間 の 0 2,641,362 2,641,362 2,641,362△  0
内 部 取 引

営 業 収 益

会 計 外 と の 取 引 4,648,150 7,096,879 11,745,029 －

(単位：千円）

港湾施設
提供事業

大阪港
埋立事業

計
調整額
（注）

財務諸表
計上額

(2)報告セグメントごとの営業収益等
   令和４年度(自　令和４年４月１日　至　令和５年３月31日)
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 る。

計 17,086 千円 11,122 千円

令和４年度 令和５年度
（令和５年３月31日） （令和６年３月31日）

千円5,158千円11,122長期リース債務

千円5,964千円5,964短期リース債務

令和５年度において、退職手当として40,019千円を支給するため、退職給付引当

(1)リース取引の処理方法

4. その他

3. リース契約により使用する固定資産

通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務の
うち、地方自治法第234条の３に基づく長期継続契約に係るものは下記の金額であ

(1)退職給付引当金の取崩し

 金40,019千円を使用する。

(2)長期継続契約にかかるリース債務

 売買取引に準じた会計処理によっている。
リース料総額が３百万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃

 貸借取引に準じた会計処理によっている。

リース料総額が３百万円を超えるファイナンス・リース取引については、通常の
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